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公開可 

◎令和 6年度介護報酬改定に向け地域密着型サービスについて検討 

               介護給付費分科会 
6 月 28 日に社会保障審議会介護給付費分科会が開催された。令和６年度の介護報

酬改定に向けて、地域密着型サービスのうち①定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

夜間対応型訪問介護②小規模多機能型居宅介護③看護小規模多機能型居宅介護（以下、

看多機）④認知症対応型共同生活介護について議論された。 

①については、機能の類似性を踏まえ、両サービスの将来的な統合・整理が論点と

して示され、この方向性に委員からの異論はなかった。 

③について、田母神常任理事は、事業所数を増やすとともに事業所の利用定員を増

やすための方策が重要と指摘した。また、登録定員はあくまでも「標準基準」であり、

市町村が条例で定めることにより調整が可能であることを国から周知するよう求め

た。さらに、医療ニーズの高い利用者への、専門性の高い看護師による看護実践に対

する評価や、緊急の泊まりに対する評価の必要性について述べた。なお、事務局資料

には看多機利用者の約 50%が泊まりの利用がないことが示されたが、泊まりの利用定

員は最大 9 人であり、また、訪問看護や通いなどにより居宅を中心に支援しており、

状態の悪化時など等に泊まりを利用する状況があると述べた。 

④の「認知症グループホーム」については、医療連携体制加算を事業所への看護職

員配置や、訪問看護との 24 時間連携など等の要件を考慮した評価に引き上げ、必要

な体制整備を推進することが必要であると意見を述べた（執筆：田母神常任理事）。 

 

◎オンライン資格確認など議論            医療保険部会 
6 月 29日に社会保障審議会医療保険部会が開催され、①オンライン資格確認②NDB

データの利活用の更なる促進③第四期医療費適正化基本方針について議論した。 

①については、データ登録の迅速化・正確性の確保のための対応策として、新規登

録データの全件チェックや、全保険者による点検、登録済みデータ全体のチェックが

事務局より示された。また、マイナンバーカードでオンライン資格確認を行うことが

 

令和６年度介護報酬改定に向け 

地域密着型サービスについて検討 
－介護給付費分科会－ 



 

                                       
 ＜お問合せ先＞ 日本看護協会 広報部 

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前 5-8-2 電話：03－5778－8547  FAX：03-5778-8478 

E メール koho@nurse.or.jp  ホームページ https://www.nurse.or.jp/ 

できない場合の対応案が示され、マイナポータルや保険証により資格確認ができない

場合も、その場で「被保険者資格申立書」を記載すれば１～３割の自己負担で受診で

きることとされた。委員からは、国民へわかりやすくメリットを周知すること、マイ

ナンバーカードを持たない方や高齢者が必要な医療が受けられる支援が必要との意

見があった。 

②については、6 月に NDB サンプルデータを公表、「トライアルデータセット」を

本年秋に公開、不適切利用などの監視機能の実装、申請からデータ提供までの日数の

大幅短縮が提案された。不適切利用などの場合は、罰則や利用停止等措置があると説

明された。 

③については、第 4期医療費適正化計画の見直し案と、第 4 期医療非適正化基本方

針案が事務局より示された。基本方針には、広域連合と市町村による高齢者の保健事

業と介護予防の一体的実施の支援や、抗菌薬の適正使用についての現状把握・住民へ

の普及啓発などが盛り込まれる。委員からは、「医療費適正化計画の進捗管理は都道

府県だけでなく、国も支援をしてほしい」「ポリファーマシー対策では、9剤以上が多

剤とされているが、ガイドライン同様 6 剤以上を目安に進める必要がある」「特定健

診・特定保健指導のアウトカム評価の導入や ICTの活用による実施率向上などに向け

て、保健師・管理栄養士の資質向上が重要。国立保健医療科学院や日本看護協会など

が、どのように質向上に向けた研修を行うかは明らかでない。国がリーダーシップを

とり、どのような研修を行うのか提示してほしい。ICT の活用が効率化のみならず、

保健指導の資質向上につながるように取り組んでほしい」との意見があった（執筆：

木澤常任理事）。 

「ハヤヨミ！ 看護政策」は、看護政策関連の情報や本会の動きを、都道府県看護協会の皆

さまと本会職能委員の皆さまにお伝えするものです。内部活用を基本としていますが、中見

出しに記載している「◎」は公開可能な内容、「■」は公開をお控えいただきたい内容です。
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